
別紙様式１－２（平成19年度承認計画用）

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

①　地方債現在高

22,904                    

計画目標値（A）

乖離率２（H）
（G／A）

乖離値２（G）
（A－D）

乖離率１（F）
（E／A）

乖離値１（E）
（A－B）

22,969                    

65

0.3%

22,904                    

0.3%

第３セクター等改革推進債
（臨海土地造成特別会計）

平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度平成19年度

実績（見込）値２（D）
（B－C）

経済危機対策影響額
（C）

実績（見込）値１（B）

平成22年度平成21年度平成20年度平成19年度

（単位：百万円）

計画前年度
（平成18年度）

計画最終年度
（平成23年度）

20,195                    

21,436                    23,176                  22,817                  

1.3%

65

-10.6%-9.1%

272

272 ▲ 1,899 ▲ 2,149

473                        

▲ 2,372

1.3% -11.4%

473                        

21,436                    22,703                  22,344                  

24,026                    

473                        

22,255                  

19,870                    

22,728                  

21,708                    20,804                    

-12.0% 7.4%

▲ 2,858▲ 2,622

-13.0%

▲ 2,385 1,771

1,298

-14.4% 5.4%

279             279             279             

影響額（単位：百万円）

臨時財政対策債
（平成２３年度）

中学校校舎耐震補強事業

臨時財政対策債
（平成２１年度）

337             

284             284             

324             324             324             

424             

1,005           

団体名

339             

284             

311             

普通会計
坂出市

第３セクター等改革推進債
（土地区画特別会計）

小学校校舎耐震補強事業

臨時財政対策債
（平成２２年度）

会計名

計画最終年度における
未達成の要因

311             

合計 -                 -                 

382             

2,485           2,678           

905             804             

3年据置

3年据置

3年据置

据置なし

据置なし

3年据置

備考

3年据置

2,316           



（ⅲ）実績（見込）値１が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し

これまで投資的経費の抑制に取り組んできたことにより，一般会計の市債残高が２０１０年代には２００億円を下回る見通しである。

地方交付税の臨時財政対策債への振替えが予想されることや，義務教育施設の耐震補強事業を前倒ししたこと，
第３セクター等改革推進債が平成２５年までの時限措置で創設されたこと等により，当初計画時点では予定していなかった
起債の発行が増加したため，地方債残高が増加する見込みである。



別紙様式１－３（平成19年度承認計画用）

②　実質公債費比率

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

 災害援護資金貸付金元利収入を除外したことによ
る。

地方債の元利償還金又は準
元利償還金に充てられる特
定財源

17.0

16.5

 下水道事業特別会計への繰出額見込みの増加に
よる。

地方債の元利償還金又は準
元利償還金に充てられる特
定財源

         40,155 19,042         21,113         

15.7

 下水道資本費平準化債発行見込み額の増加によ
る，公害防止事業債に係る算入額の減少による。

1,466,605     14,628         

標準財政規模     13,106,064 13,531,988    

地方債の元利償還金      2,613,724 2,774,074     160,350        

会計名
団体名

普通会計
坂出市

 下水道資本費平準化債発行見込み額の増加によ
る，公害防止事業債に係る算入額の減少による。

準元利償還金         796,280 900,850        104,570        

         40,155 25,349         14,806         

普通地方交付税の額の基準
財政需要額に算入された地
方債の元利償還金

     1,506,939

実績見込値（B) 乖離値（A-B)

地方債の元利償還金      2,691,235 2,832,910     141,675        

計画目標値（A)

 Ｈ２１．２２の起債発行予定増加による元利償還金
の増加。

乖離要因

 Ｈ２１の起債発行予定増加による元利償還金の増
加。

 下水道事業特別会計への繰出額見込みの増加に
よる。

 災害援護資金貸付金元利収入を除外したことによ
る。

（単位：百万円、％）

乖離要因

乖離要因

 災害援護資金貸付金元利収入を除外したことによ
る。

▲ 0.2 0.1 0.0

-1.0% 0.5% 0.0%

（単位：百万円、％）

2.1

10.6%-3.4%

▲ 1.4▲ 0.6

-8.5%

 下水道資本費平準化債発行見込み額の増加によ
る，公害防止事業債に係る算入額の減少による。

18.4                       

18.0                     17.8                     

計画前年度
（平成18年度）

計画最終年度
（平成23年度）

16.4                       

平成22年度

17.4                       
19.9                       

平成20年度平成19年度

19.8                       19.4                       

（単位：％）

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

実績（見込）値（B） 20.0                     19.3                       18.4                       

平成21年度

         40,155

 下水道事業特別会計への繰出額見込みの増加に
よる。

17.4

地方債の元利償還金

準元利償還金

地方債の元利償還金又は準
元利償還金に充てられる特
定財源

普通地方交付税の額の基準
財政需要額に算入された地
方債の元利償還金

標準財政規模

係数項目
平成22年度単年度実質公債費比率算出係数

923,768        

単年度実質公債費比率

-

28,273         

15,100         25,055         

1,490,999     

13,531,988        13,292,583

     1,519,272

        802,622

     2,755,947

係数項目
平成21年度単年度実質公債費比率算出係数
乖離値（A-B)実績見込値（B)計画目標値（A)

121,146        

-2,689,703     

1,478,556     28,383         

標準財政規模     13,266,630 13,531,988    -

単年度実質公債費比率 18.4

係数項目
平成23年度単年度実質公債費比率算出係数

計画目標値（A) 実績見込値（B) 乖離値（A-B)

（単位：百万円、％）

準元利償還金         738,533 844,772        106,239        

普通地方交付税の額の基準
財政需要額に算入された地
方債の元利償還金

     1,481,233

単年度実質公債費比率 17.6

17.8実質公債費比率 16.4

-



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し

「坂出駅周辺整備主要プロジェクト」及び「土地開発公社経営健全化計画」は平成１７年度に全て完了しており，
今後は実質公債費比率は逓減していく見込みであり，平成２３年度までには実質公債費比率は地方債許可基準の
１８％を下回る見通しである。

地方交付税の臨時財政対策債への振替えが予想されることや，義務教育施設の耐震補強事業を前倒ししたこと，
第３セクター等改革推進債が平成２５年までの時限措置で創設されたこと等により，当初計画時点では予定していなかった
起債の発行が増加したため，元利償還金が増加する見込みである。



別紙様式１－４（平成19年度承認計画用）

③　職員数

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

合計

会計名
団体名

普通会計
坂出市

535                        529                        

平成21年度
計画目標値

平成23年度

0.6%

0.03.0

備考

17.0

0.0% 3.1%

平成19年度

572                        554                        

12.0

計画最終年度における
未達成の要因

実績（見込）値（B）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

平成22年度

0.0% 1.4% 2.2%

546                        534                        

0.0 8.0

572                        

（単位：名）

546                        

計画最終年度
（平成23年度）

529                        

平成22年度

538                        

平成20年度

計画目標値（A） 546                        

平成19年度 平成21年度

平成21年度平成20年度
影響人数（単位：名）



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し

平成３年度より定員適正化に取り組み，当初８３９人であった普通会計の職員数は，平成２１年４月には５５６人へと２８３人の削減を達成した。
今後も平成２７年４月の普通会計職員数５００人体制を目標とする，第二次定員適正化計画（Ｈ１７年度～Ｈ２６年度を着実に推進していく。



別紙様式１－５（平成19年度承認計画用）

④　改善額

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

坂出市
会計名
団体名

（単位：百万円）

合計

普通会計

55                                

改善額合計の
未達成の要因

備考

補償金免除額

合計平成23年度

-0.7%

▲ 2.0

282            

284             

改善額合計平成23年度平成22年度

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（B－A）

実績（見込）値（B）

平成19年度

平成22年度平成21年度平成20年度

15.4%

121.0

786             

907             

平成19年度
影響額（単位：百万円）

3,740             

3,111             

平成21年度平成20年度

9.8%

91.0

1,015           

924             

30.2%

193.0

832             

639             

47.3%

226.0

704             

478             

6700.0%

3685.0

20.2%

629.0

-                 



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し

保育料徴収方法の見直し・法令集の追録の見直し・坂出駅西自転車駐車場の無人化・市営入船駐車場の運営見直し・
坂出駅北口地下駐車場の使用料の改定等事務事業の見直しを行い，市民サービスの向上と新たな行政需要に的確に
対応していく。また，財政健全化に向けて，補助金・負担金等を見直し，民間委託などに取り組んでいく。



別紙様式１－７（平成19年度承認計画用）
団体名
会計名

⑦　その他

（ⅰ）計画及び執行状況の公表状況

（ⅱ）計画及び執行状況の議会への説明

坂出市

昨年度と同様，ホームページで公開するため議会での説明予定はなし。

平成２１年１０月頃，昨年度と同様にホームページで公開予定。

普通会計



Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） 上段:決算 上段:決算 上段:決算見込 上段:決算見込 上段:決算見込

（決　算）（決　算）（決　算）（決　算）（決　算）下段:計画 下段:計画 下段:計画 下段:計画 下段:計画

10,718 10,750 10,153

10,480 10,031 10,054 10,340 10,259 10,646 10,699 10,627 11,092 10,981

1,134 1,011 987

1,059 1,086 1,293 1,319 1,539 1,170 1,228 1,264 1,288 1,314

62 90 85

290 273 263 258 236 62 62 62 24 24

1,965 2,299 2,580

2,695 2,651 2,527 2,603 2,056 1,936 1,794 1,774 1,282 1,189

13,879 14,150 13,805

14,524 14,041 14,137 14,520 14,090 13,814 13,783 13,727 13,686 13,508

351 366 408

413 367 361 349 351 344 344 344 344 345

637 705 685

757 686 647 643 629 621 664 669 664 659

1,784 1,821 4,137

2,145 2,035 2,211 2,071 1,739 1,930 1,844 1,972 2,182 2,276

42 71 649

407 229 246 132 105 42 77 258 453 569

1,227 1,313 1,519

1,365 1,181 1,185 1,112 1,108 1,178 1,189 1,266 1,284 1,291

53 117 259

306 159 161 98 71 86 90 160 170 170

73 40 142

52 10 173 39 72 38 11 11 11 11

31 3 0

1 2 1 0 1 30 0 0 0 0

233 118 608 250 279

200 200 600 14 286 393 264 90 116 127

55 79 641

336 139 201 72 364 49 0 0 0 0

1,604 1,559 1,474

2,425 2,227 1,907 1,831 1,695 1,623 1,534 1,549 1,564 1,579

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,180 1,157 1,090

1,500 1,500 1,300 1,300 1,210 1,201 1,201 1,201 1,201 1,201

1,487 1,039 3,204

2,783 2,674 1,880 1,542 1,140 1,542 1,240 1,409 1,654 1,863

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

21,361 21,193 26,623 21,639 21,811

25,001 23,562 23,303 22,193 21,475 21,562 20,873 21,037 21,505 21,659

区　　分

地方税

地方譲与税

地方特例交付金

地方交付税

小計（一般財源計）

分担金・負担金

使用料・手数料

国庫支出金

うち普通建設事業に係るもの

都道府県支出金

うち普通建設事業に係るもの

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

歳 入 合 計

うち特別会計からの貸付金返済額

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額

地方債

特別区財政調整交付金



平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） 上段:決算 上段:決算 上段:決算見込 上段:決算見込 上段:決算見込

（決　算）（決　算）（決　算）（決　算）（決　算）下段:計画 下段:計画 下段:計画 下段:計画 下段:計画

6,189 5,495 5,663

6,668 6,592 6,605 6,037 6,068 6,151 5,573 5,476 5,485 5,409

3,939 3,624 3,557

4,704 4,518 4,372 4,159 4,043 3,952 3,840 3,756 3,677 3,580

1,858 1,797 2,345

2,073 1,972 2,015 1,920 1,844 1,968 2,033 2,044 2,067 2,070

168 177 123

182 185 240 161 176 128 128 128 128 128

8,215 7,469 8,131

8,923 8,749 8,860 8,118 8,088 8,247 7,734 7,648 7,680 7,607

3,411 3,532 3,697

2,778 2,862 3,146 3,202 3,213 3,351 3,399 3,448 3,499 3,551

1,320 1,189 3,003

1,176 1,138 1,211 1,142 1,175 1,351 1,191 1,189 1,189 1,160

0 0 0

48 37 16 0 0 0 0 0 0 0

1,282 1,409 3,376

4,010 2,735 2,238 1,798 1,435 1,536 1,509 1,896 2,310 2,581

143 224 1,263

875 485 548 290 178 131 220 566 1,061 1,399

1,139 1,185 2,113

3,135 2,250 1,690 1,508 1,257 1,405 1,289 1,330 1,249 1,182

5 4 5

5 16 215 202 6 5 5 5 5 5

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,108 2,943 2,693 2,833 2,774

2,977 2,983 3,117 3,130 3,145 3,105 2,978 2,764 2,699 2,622

2,608 2,508 2,325 2,406 2,324

2,151 2,227 2,416 2,516 2,588 2,599 2,501 2,313 2,263 2,188

96 79 807

384 294 179 162 373 97 0 0 0 0

1,431 1,387 1,296

2,197 2,070 1,743 1,620 1,501 1,452 1,452 1,452 1,452 1,452

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,180 1,157 1,090

1,500 1,500 1,300 1,300 1,210 1,201 1,201 1,201 1,201 1,201

2,414 2,605 3,615

2,353 2,452 2,437 2,455 2,484 2,418 2,605 2,635 2,671 2,681

706 784 2,303

943 968 795 752 715 707 860 855 856 830

0 0 0

59 62 85 0 0 0 0 0 0 0

21,282 20,617 26,623 21,639 21,811

24,862 23,361 23,231 21,829 21,420 21,562 20,873 21,037 21,505 21,659

その他

歳 出 合 計

うち特別会計への貸付金

うち公社、三ｾｸへの貸付金

繰出金

うち公営企業(法非適)に対するもの

公債費

うち元金償還分

積立金

貸付金

うち補助事業費

うち単独事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

扶助費

補助費等

うち公営企業(法適)に対するもの

普通建設事業費

うち職員給

物件費　　　　　　ｂ

維持補修費　　　　ｃ

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　ｄ

区　　分

人件費　　　　　　ａ



　【財政指標等】

平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） 上段:決算 上段:決算 上段:決算見込 上段:決算見込 上段:決算見込

（決　算）（決　算）（決　算）（決　算）（決　算）下段:計画 下段:計画 下段:計画 下段:計画 下段:計画

79 576 0

139 201 72 364 55 0 0 0 0 0

72 518 0

82 150 34 293 44 0 0 0 0 0

12,912 12,881 12,824

13,688 12,899 12,985 12,977 12,904 12,912 12,872 12,863 12,869 12,734

0.884 0.893 0.875

0.864 0.864 0.862 0.858 0.871 0.884 0.904 0.911 0.928 0.944

実質赤字比率　　(％) － － － － － － － － － －

94.1 91.6 93.2

93.0 90.6 94.9 90.5 93.0 94.2 94.6 93.2 92.6 92.5

20.0 19.3 18.4 18.0 17.8

－ － － 19.7 19.9 19.8 19.4 18.4 17.4 16.4

22,904 21,436 23,176 22,817 22,728

26,656 27,102 26,448 25,474 24,026 22,969 21,708 20,804 20,195 19,870

1,708 1,784 1,983

1,937 2,031 1,610 1,758 1,845 1,549 1,285 1,195 1,080 952

855 929 632

1,045 939 461 522 822 594 432 395 332 257

18 18 18

18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

835 837 1,333

その他特定目的基金 874 1,074 1,131 1,218 1,005 937 835 782 730 677

形式収支

実質収支

区　　分

（単位：百万円）

標準財政規模

財政力指数

経常収支比率　　(％)

実質公債費比率   (％)

地方債現在高

積立金現在高

財政調整基金

減債基金



Ⅳ　行政改革に関する施策

具　体　的　内　容

なし

課題①に対応する施策として，平成３年度より定員適正化に取り組み，当初８３９人であった普通会計の職員数は，平成２
１年４月には５５６人へと２８３人の削減を達成した。
今後も集中改革プランの内容を達成するために,平成２７年４月の普通会計職員数５００人体制を目標とする，第二次定員適
正化計画(Ｈ１７年度～Ｈ２６年度)を着実に推進していく。

※特殊勤務手当の状況
特殊勤務手当制度本来の趣旨を踏まえ，社会経済情勢，勤務形態，業務内容の変化等により，著しく特殊な勤務と認められ
ないもの，勤務の特殊性が薄れたもの，給料表上または他の給与制度で既に考慮されていると思われるもの，などの観点か
ら全般的な見直しを行い，平成２１年度４月より，８種類１７手当に再編整理を行った。

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

課題①に対応する施策として，国家公務員の給与構造改革に準じて，平均4.8％の給与水準の引下げや査定昇給制度の導入を
柱とした給与構造の抜本的改革を，平成19年4月より実施。地域手当については支給無し。

◇　技能労務職員の給与のあり方
課題①に対応する施策として，技能労務職員の退職にあわせ技能員業務の外部委託等を進め，新規の採用は行わない。
特殊勤務手当等についても，本来の性質を勘案し，全体的な見直しを行う。
「技能労務職員の給与のあり方」については取組方針を平成２０年４月に公表。

◇　退職時特昇等退職手当のあり方 課題①に対応する施策として，平成19年4月より，退職時特昇は廃止。

◇　福利厚生事業のあり方
平成15年度より段階的に市職員共済会に対する補助金を減額し，平成17年度からは補助金を給付事業・厚生事業のみに充
て，掛金と１：１の割合で負担することとした。

平成16年に坂出市例規集をデータベース化したことにより，平成15年度1,088万円から平年ベースで293万円へ約800万円の削
減となっている。また，坂出駅西自転車駐車場の利用促進および駅周辺の放置自転車対策のため，平成17年度より管理委託
業務を見直すとともに，平成18年7月より，駐車料金を無料化し，料金ゲート保守業務および自転車整理業務の経費を削減
し，480万円の削減となっている。平成17年12月に市営入船駐車場の管理委託を中止し，自動ゲートによる24時間営業を行
い 210万円の削減となっている
平成17年10月から，長生園（養護老人ホーム）を市内の社会福祉法人に民設民営を条件に移管し，3000万円の削減となって
いる。家庭系の可燃ごみ等の収集運搬業務を4ヵ年で市直営から民間委託に移行していき，平成18年度では2,800万円の削減
となっている。学校給食業務・学校技能員（用務員）業務の民間委託を進め，平成18年度ではそれぞれ2,300万円，9,000万
円の削減となっている。

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

○　物件費の削減

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

具　体　的　内　容

課題④に対応する施策として，平成17年に県および県下市町等で香川滞納整理推進機構を設立し，高額で悪質な滞納案件を
対象に滞納整理を行っており，平成18年度から坂出市も活用している。平成18年度には7件4,842,900円の滞納整理をおこ
なった。また市有財産を調査し，売却可能であれば順次売払いの方向で検討している。

課題⑤に対応する施策として，土地開発公社経営健全化計画に，平成13年度から平成17年度の5ヵ年で取り組み，保有期間が
長くなった土地を坂出市に買い戻すことにより，平成17年度末簿価総額を坂出市の標準財政規模の0.1以下まで抑えた。今後
も，一般会計の財政事情を考慮しながら公社の経営健全化に努める。

◇　給与及び定員管理の状況の公表

地方公務員法第58条の2及び坂出市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第6条の規定に基づき，人事行政の運営等の
状況の概要を広報誌，ホームページで公表。
また，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2005」(平成17年6月21日閣議決定）に基づき，団体間の比較分析が可能
となる給与情報をホームページで公表。

◇　財政情報の開示 坂出市財政事情の作成及び公表に関する条例に基づき，毎年8月1日に前年度の決算状況を公表している。

貸借対照表・行政コスト計算書・資金収支計算書・純資産変動計算書の４表について，平成21年度より「総務省方式改訂モ
デル」を活用して作成・公表する。

なし

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなる

　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

７　その他

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進

○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報公
開

○　公会計の整備

項　　　目



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

本市の公営事業については，平成２０年度決算では宅地造成の外４事業において総額約２０億円の累積赤字を有しており，今後
は，累積赤字を解消するために一定の基準外繰出は必要である。しかしながら，累積赤字の解消後は各公営事業の経営努力によ
り，基準外繰出は大幅に減少するものと思われる。

保育料徴収方法の見直し・法令集の追録の見直し・坂出駅西自転車駐車場の無料化・市営入船駐車場の運営見直し・坂出駅北口地
下駐車場の使用料の改定等事務事業の見直しを行い，市民サービスの向上と新たな行政需要に的確に対応することを目標とする。
また財政健全化に向けて，補助金・負担金等を見直し，民間委託などに取組み，学校幼稚園の見直しをおこなっている。

課　題 取 組 及 び 目 標

平成３年度より定員適正化に取り組み，当初８３９人であった普通会計の職員数は，平成２１年４月には５５６人へと２８３人の
削減を達成。今後も平成２７年４月の普通会計職員数５００人体制を目標とする，第二次定員適正化計画(Ｈ１７年度～Ｈ２６年
度)を着実に推進。

今後全ての経費についての計画期間の延長や事業費等の見直しを行うことにより，市債発行額を抑制することに努める。具体的に
は，一般会計ベースでの年間市債発行額を抑制することで，一般会計の市債残高を2010年代に200億円より下回ることを目標とす
る。

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４　事務事業の見直し及び財政健全化



２　年度別目標

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） 上段:決算 上段:決算 上段:決算見込 上段:決算見込 上段:決算見込
（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込） 下段:計画 下段:計画 下段:計画 下段:計画 下段:計画

572 546 534 535 529

685 672 645 620 603 572 554 546 538 529

△ 26 △ 12 1 △ 6 △ 74

△ 16 △ 13 △ 27 △ 25 △ 17 △ 98 △ 31 △ 18 △ 8 △ 8 △ 9 △ 74

330 326 337 338

388 383 372 362 361 346 334 337 340 338

△ 16 △ 4 11 1 △ 23

△ 10 △ 5 △ 11 △ 10 △ 1 △ 37 △ 15 △ 12 3 3 △ 2 △ 23

35 35 35 33

45 45 44 39 35 33 35 34 33 32

2 0 0 △ 2 △ 2

△ 3 0 △ 1 △ 5 △ 4 △ 13 △ 2 2 △ 1 △ 1 △ 1 △ 3

職員数のうち警察職員数

増減数

72

73 73 72 73 73 74 73 74 74 74

△ 2 2 1

0 0 △ 1 1 0 0 1 △ 1 1 0 0 1

109 99 89 84

179 171 157 146 134 119 112 101 91 85

△ 10 △ 10 △ 10 △ 5 △ 50

△ 4 △ 8 △ 14 △ 11 △ 12 △ 49 △ 15 △ 7 △ 11 △ 10 △ 6 △ 49

20.0 19.3 18.4 18.0 17.8

－ － － 19.7 19.9 19.8 19.4 18.4 17.4 16.4

0.1 △ 0.6 △ 1.5 △ 1.9 △ 2.1 △ 6.0

0 △ 0.1 △ 0.5 △ 1.5 △ 2.5 △ 3.5 △ 8.1

22,904 21,436 23,176 22,817 22,728

26,656 27,102 26,448 25,474 24,026 22,969 21,708 20,804 20,195 19,870

△ 1,122 △ 1,468 1,740 △ 359 △ 89 △ 1,298

446 △ 654 △ 974 △ 1,448 △ 2,630 △ 1,057 △ 1,261 △ 904 △ 609 △ 325 △ 4,156

4,685 4,374 4,282 4,260 4,169

5,645 5,403 5,226 4,969 4,848 4,651 4,518 4,418 4,323 4,208

163 474 566 588 679 2,470

－ 197 330 430 525 640 2,122

6

23 31 22 21 17 9 9 9 9 9

11 43

4 4 8 8 8 8 8 40

42 119 132 132 132

44 45 46 51 50 52 75 75 75 75

△ 8 69 82 82 82 307

5 4 9 2 25 25 25 25 102

6 5 5 7 0 0 0 0 0 0

7 7 0 0 0 0 0 0

834 803 724 707

不明 不明 不明 939 953 876 838 777 725 702

119 150 229 246 920

－ 77 115 176 228 251 847

不明 26 18 0 0 0 0 0 0 0

8 31 31 70 0 0 0 0 0 0

3,740

3,111

55

歳入（地下駐使用料・ごみ袋有料化）

実質公債費比率

増減

職員数のうち消防職員数

増減数

改善額

行政管理経費（物件費）

改善額

職員数のうち技能労務職員数

増減数

補助金・負担金見直し

改善額

学校・幼稚園の見直し

改善額

改 善 額　　合　計計画前５年間改善額　合計 90

増減数

課　題

（単位：人、百万円）

計画合計

目　　　　　標

職員数

増減数

増減数

職員数のうち教育職員数

計画前５年度
実　績

項　　目

実　　　　　績

4

（参考）補償金免除額

職員数のうち一般行政職員数

4

民間委託などの取組

4

改善額

1

4

4

地方債現在高

増減

人件費(退職手当を除く。)

改善額


